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論文内容の要旨
聡
経営意思決定においては，結果よりもプロセスに力点を置くことが重要とし，合理的な思考は，数理的手法による
科学的評価にて可能であり，プロセスにおいては，結果をもたらした要因を探ることが肝要であるとしている。物事
を定量的に把握し，評価を科学的に行う最近の手法として，判別分析， DEA 分析 (DataEnvelopment Analysis) や
特異値分解を取り上げ，結果に対する要因を推定する手法としてコンジョイント解析に着目している。本論文は，こ
れら最近の数理的手法の適用上の問題点を明らかにするとともに，新たに手法の改善を行い，身近に得られる経営に
関する現実のデータを通じてその改善が有用であるとしている。
本論文は以下のような九つの章から構成されている。
第 1 章では，本研究に取り組んだ背景と目的について述べている。
第 2 章では， DEA 分析を，第 3 章では，特異値分解を，第 4 章では，コンジョイント解析を取り上げ，本研究で対
象とした最近の数理手法のモデルを各々概説し，その数理手法が持つ問題点を述べている。
第 5 章では，倒産した事実を判別評価するための数理手法としては正準判別分析が用いられてきたが，各段階の判
別の要因項目に固定されるという問題点があることを示し，各段階に応じた各要因項目を選択するための方法として
判別関数の Mahalanobis の D2 統計量に基づく Rao の付加情報の逐次検定方式が有効で、あるとしている。
第 6 章では， DEA 分析の持つ優位集合の評価の問題点を，多入力多出力の具体例で示し，その解決法として特異値
分解を活用し，入出力項目の組合せと同質のグルーピングによる組合せ DEA 分析法という新しい評価法が有効であ
ると提言している。
第 7 章では，コンジョイント解析の部分効用値の導出に，順序関係の再現，加法型結合法則の設定，ストレス基準
最小という制約を課しても，解は一意に定まらないという問題点を示し，その解決法として 2 つの方法を開発してい
る。一つは最小二乗法と単調変換を組合せた方法であり，もう一つはストレス基準に代わる新しい基準を定義し，分
数二次計画法を応用して部分効用値を導く方法であり，いずれも従来の方法よりも適合度が良いとしている。
第 8 章では，意思決定の投票データを取り上げ，開発したコンジョイント解法が条件付きの要因解析に適用できる
こと， DEA モデルに新条件を付与すれば順位別投票データから総合順序付けができるとしている。
第 9 章では，本研究を総括し，得られた成果，残された課題と今後の計画を述べている。
論文審査の結果の要旨
本論文は，経営意思決定を合理的に行うための従来提案されている数理的手法において，適用上の問題点を明らか
にし，新しい方法によりその改善を行ったものである。実用価値のある評価法と解法の研究，考察がなされており，
主な成果は次の通りである。
(1)企業評価を多段階に行う際に，各段階に応じた要因選択を行う方法として，判別関数の Mahalanobis の D2 統計量に
基づく Rao の付加情報の逐次検定方式が有効であり，企業倒産の予知に効果的であることを示している。
(2)DEA 分析では，窓意的な領域制限法に代わって特異値分解の活用により入力，出力群の組合わせから分析する方法
を提言し，説得性のある優位集合が抽出できることを示している。また，順位別投票データにおいては， DEA モデ
ルに新しい条件を付与して，多数の対象の妥当な総合順序付け方法を確立している。これらは，幾つかの案を合理
的に優先順位付けする必要がある場合，例えば財政改革案などへの適用が可能で、ある。
(3)特異値分解の周辺手法の違いをサンプル間距離，変量問距離及び分布間距離の違いに分けて，その関係を明らかに
し，目的に応じた使い方を示している。また，コレスポンデンス解析でサンプルと変量間の同時布置を得る方法を
提案し，例えば収益性に関して経営体質が優位的である企業群をグルーピングする際に有効であることを示してい
る。
(4)コンジョイント解析の部分効用値を一意に導く 2 つの方法，すなわち，方法 1 として，最小二乗基準と単調変換の
組合わせ，方法 2 として，新しい基準による分数二次計画問題を開発している。更に要因寄与を偏相関係数に変換
して部分効用値に統計的性質を付与している。実際の不動産選考などへの適用事例を通じて消費者のニーズにあっ
た商品開発に有効であることを示している。また，投票率のように，その和が100%である条件，部分効用値が正で
，ある等の条件が付加されても，方法 2 によると部分効用値が導けることを示している。
以上のように，本論文は，意思決定のための各数理的手法の持つ幾つかの問題点を解決すると共に，具体例を通じ
てその実用面での有用性を示している。この成果は意思決定に対し，より合理的な数理的判断基準をもたらすもので
あり，応用物理学，特に数理情報工学分野に対して貢献するところが大である。よって本論文は博士論文として価値
あるものと言忍める。
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